
1
当 初 予 算
市 長 査 定 事 業

評価該当年の当初予算市長査定資料の中で、「部局の重要施策・重点的に取り組む事務事業」
及び「個別事業概要書」に該当する事業。

分
類
②

4 維 持 補 修 経 費 公共施設やインフラ施設に係る維持管理事業の経費。

活動
指標

目
標

1
低利用路線（北部路線）改善 --- 協議会等

開催
(方針決定)方針及び改善計画の策定
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説明会
アンケート
調査実施

計画策定 実証運行
5 指定管理事業経費 指定管理者制度を導入している公の施設の管理運営。

6 単 年 事 業 経 費 終期が明確な臨時的な事務事業、また、公共施設の建設経費など。
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3 5 3目
標

1
法令に基づき義務として実施している事務事業に係る経費（選挙や移譲事務など）。
また、支出額が法令の基準により定めら、見直しの余地がないもの。（法令負担金など）

分
類
①

1 義 務 的 経 費
人件費（職員給、共済組合費、委員等報酬、議員報酬手当など）、扶助費（社会保障制度の一環
として、生活困窮者、児童、老人、心身障害者等を援助する経費）等の事業経費。

年間乗車人数／年間運行便数 5 3 5.68 1.81 5

医大線 その他 医大線 その他 医大線 その他乗車率（１便あたり乗車人数） 人 医大線 その他

3 内 部 管 理 経 費
事業継続のため年々持続し固定的に支出せざるを得ない経費など。（公債費、各種基金、特別会
計繰出金、また庶務経費や財務会計など組織維持のために必要不可欠な経費）

　★評価分類について
目標 実績 目標 目標

利便性の高い市民バス運行体系を構築し利用者増加を図ることにより、費用対効果が高い事業を実施。
※現運行継続基準：医大線（中型バス）→　1便あたり5人以上利用
　竜王～双葉線、敷島～双葉線、敷島北部線、双葉北部線（ジャンボタクシー）→　1便あたり3人以上利用
　⇒基準数の5人・3人を1人以上下回る状況が続く場合、廃止等について検討する

事
務
事
業
の
実
行
　
（

Ｄ
）

分類 番号
　上段：目標事項
　下段：計算式・考え方

単位 R3 R4 R5

成果
指標

事
務
事
業
の
計
画
　
（

Ｐ
）

総
合
計
画

16 16 評 価 基 準 評 価 の 理 由

2 法 定 受 託 経 費

B B基本目標 他市及び
民間での
同種事業
実施状況

前回

取組要旨
（背景・経緯）

少子高齢化の進展を背景に山村地域を有する本市では、交通弱者の増加は顕著であり、通勤・通院・買い物など日常生
活に必要なサービスを受けるための交通手段の確保は重要な課題となっている。民間バス事業者による路線は概ね東西
を横断する形態であり、南北を縦断するもの、また旧町間を結ぶ交通体系が存在しないことから、空白地帯を解消する
ためのコミュニティバス（市民バス）事業を開始した。⇒市民の日常生活における移動手段の確保を目的とする。

最
終
評
価

総合戦略会議 令和４年９月29日　開催

承認
〔特記事項〕

取組指標
（終期の設定）

総
合
戦
略

A：事業規模を拡大する
B：事務事業内容を改善する
C：現段階で拡大・改善・廃止の余地なし
D：事務事業を統合する
E：事業規模を縮小する
F：休止・廃止を検討する

交通弱者の移動手段として必要な施策
であり、乗車率が向上するよう、定時
路線型及びデマンド交通について検討
を行い、事業内容を改善する。

①

公共交通利用者
交通不便地帯居住者
交通弱者

政　　策 3 道路・交通環境の整備
総
合
評
価

今回
対象者数

(全住民に対する割合)
人

基本目標 3 美しい景観と快適で安全な都市機能を築くまち 対象範囲
(誰･何を対象に)

富士吉田市、笛吹市、北杜市、甲
州市、山梨市、中央市、南アルプ
ス市、韮崎市、市川三郷町、富士
川町、南部町、小菅村施    策

事
務
事
業
の
改
善
（

Ａ
）

評価点合計

％
施　　策 4 公共交通機関の利用促進

効果に対して
費用は経済的
か、他の類似
事業と統合や
連携はできな
いか

3

 4点:高い
 3点:やや高い
 2点:やや低い
 1点:低い
 0点:実施の必要なし

市民バスや民間路線バス等の公共交通機関の
利用促進について、総合計画に位置付けられ
ている。

国土強靭化
取組事業

●

評価対象事務事業等情報
　★評価対象事業　　１）「評価分類①」が非該当（「●」無し）の事業
　　　　　　　　　　２）「評価分類②」に該当（「●」有り）する事業

● 優
先
度

同一施策内の
他事業と比べ、
優先度は高いか

3

総合戦略
取組事業

 4点:費用対効果は適正。類似事業なし
 3点:費用対効果は適正。類似事業あり
 2点:コスト削減余地あり。類似事業なし
 1点:コスト削減余地あり。類似事業あり
 0点:コストに対して効果がない

運行形態等の改善による利用者増加により、
事業経費の削減につなげる。

総合計画
主要事業

● 2 2指定管理
事業経費

単年事業
経　　費 評　価

分類②
（重点）

当初予算
市長査定
事　　業

総計（千円） 25,345 27,629 28,596 29,044 44,920
達
成
度

当初設定した
成果指標が達
成できたか

3 3

評　価
分類①
（性質）

義 務 的
経　　費

法定受託
経　　費

内部管理
経　　費

維持補修
経　　費

事　業　分　類 　★全ての事業が入力

効
率
性

 4点:目標達成率　90%以上
 3点:目標達成率　70～90%
 2点:目標達成率　50～70%
 1点:目標達成率　30～50%
 0点:目標達成率　30%未満

敷島双葉線、敷島北部線（敷島仲町行）及び
双葉北部線において、運行継続基準を満たさ
なかった。

一般財源 25,345 27,629 28,596 29,044 41,320

その他 0 0 0 0 0

有
効
性

事業・施策の
目標達成のた
めに有効か、
手段・手法は
妥当か

3 3

 4点:施策に十分貢献し、改善余地なし
 3点:施策に貢献あるが、改善余地あり
 2点:手法の見直しにより改善可能
 1点:施策貢献度低く、改善余地小さい
 0点:施策への貢献度がない

路線バス空白地域への公共交通施策の対応は
されているが、利用促進を図るための改善が
課題となっている。

起  債 0 0 0 0 0

 4点:法令等により市の実施と規定
 3点:現状は民間の実施は困難
 2点:市が実施した方が良い
 1点:民間への移管等を検討
 0点:市が実施する必要はない

市民の利便性を考えた民間路線バスの空白地
域への運行形態であるため。

事業費推移（千円） R1決算額 R2決算額 R3決算見込額 R4当初予算額 R5概算要求額

国・県支出金 0

事 業
概 要

公共交通の空白地帯や不便地帯の解消、また、高齢者などの交通弱者の移動手段確保等
を図ることを目的とした、市民バス運行事業（６系統８路線） 市

の
関
与

今後も行政が
関与する必要
があるか

3 3
0 0 0 3,600

市民ニーズは
十分にあるか、
今後増える見
込みがあるか

2
企画費 大 7 地域公共交通活性

化、再生総合事業

必
要
性

ニ
ー

ズ

総務費 項 1 総務管理費 目 5

評価項目
評価

評価基準
　分析（評価の理由、段階的な改善策及び
　　　　縮小・廃止の可能性）今回 前回

事業名（中事業） 2 甲斐市民バス運行事業 新規･継続･臨時 継続

事
務
事
業
の
検
証
　
（

Ｃ
）

会計区分 一般 款 2

2

 4点:現在十分高く、今後も増加する
 3点:現在十分高く、ニーズ変わらない
 2点:今後も一定のﾆｰｽﾞが見込まれる
 1点:今後は減少する見込み
 0点:ニーズはほとんどない、不明

交通弱者の利用のほか高齢者等の運転免許返
納に比例し、利用者の増加が見込まれる。事業期間(始)～(終) H28 ～ R7 根拠法令等

経営企画係 ―

基　礎　情　報 　★全ての事業が入力 評　価　書 　★「評価対象事務事業等情報事業」に入力した事業は、評価を行って下さい。

令和 4 年度　主要事業調書及び事務事業評価書 部・課・係名・入力者 総合戦略部 経営戦略課

基礎情報
事務事業名、事業概要、事業費推移など、
この事務事業の基礎情報を記しています。

事業分類
総合計画、総合戦略、国土強靭化におけ
る位置づけや評価分類を記しています。

評価対象事務事業等情報
事務事業の計画（Ｐlan）は、取組趣旨、取
組指標を記しています。
事務事業の実行（Ｄo）は、「活動指標」
と「成果指標」を記しています。

評価書
事務事業の検証（Ｃheck）は、
事務事業のそもそもの「必要
性」（市民ニーズと、行政が実
施する必要性）をはじめ、「有
効性」、「達成度」、「効率
性」、「優先度」について、評
価基準に基づいて担当課による
自己採点を行ないます。
さらに、評価理由及び今後の改
善策等について担当の立場から
記載し、最終的に「総合評価」
として今後の進め方について自
己評価を行ないます。

事務事業の改善（Ａction）は、担当課による自己評
価（事務事業の検証（Ｃ））の結果を踏まえ、担当
部長が総合評価を評価します。
さらに、評価の理由や今後の改善方法についてコメ
ントを記載しています。

最終評価は、総合戦略会議において、確認・協議
を行い、市としてこの事務事業を今後どのように
実施していくか、その方針を検討しています。
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